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2019年度 2020年度 2021年度 第１階層 第２階層
「新経済・財政再生計画」等における取組事項

実施年度 ＫＰＩ

6 効率的・効果的な老朽化対策の推進

長寿命化を徹底し、地方の単独事業も含め、効率的・効果的
に老朽化に対応する。

管理者、担い手、地域にとってメリットを享
受できる三方よしを実現するため、包括的民
間委託・共同処理に係る適切な実施方法を検
討する。≪国土交通省≫

包括的民間委託・
共同処理を促進す
るため、地方自治
体を対象とした勉
強会等を開催す
る。

取組事例の横展開
等により、地方自
治体の包括的民間
委託・共同処理の
実施を更に促進す
る。

〇包括的民間委
託・共同処理を
テーマにした勉強
会等への参加自治
体数：2020年度末
までに20者

〇包括的民間委
託・共同処理を導
入した累積自治体
数：毎年度増加
［実績調査の結果
を踏まえ、必要な
改善策を講じる］

インフラメンテナンス国民会議等における現
場検証試験・実装化等の支援、自治体に対す
る新技術紹介などにより、メンテナンス分野
での新技術の導入を促進する。≪国土交通省
≫

2019年から現場試
行を予定している
「インフラ維持管
理における革新的
技術の導入加速
化・横断的展開事
業」での試行結果
を評価・横展開
し、広域的・自治
体横断的な新技術
導入も促進する。

これまでの現場で
の実施状況を踏ま
え、標準化可能な
新技術は標準化を
図り、メンテナン
ス分野での更なる
新技術導入を促進
する。

〇新技術の現場試
行累積数：毎年度
増加［実績調査の
結果を踏まえ、必
要な改善策を講じ
る］

インフラメンテナンス国民会議において、イ
ンフラメンテナンス大賞の周知を図る等、先
進・優良事例の横展開を図るとともに、10の
地方フォーラムでの活動内容の充実を図る。
また、会員の発意により取扱うテーマの拡大
を図るなど、より会員のニーズを踏まえた会
議内容の充実及び会議の自律的活動の実現を
目指す。≪国土交通省≫

インフラメンテナ
ンス国民会議の内
容の充実を図り、
先進・優良事例の
横展開等を推進す
る。

引き続き、インフ
ラメンテナンス国
民会議の内容の充
実を図り、先進・
優良事例の横展開
等を推進する。

〇インフラメンテ
ナンス国民会議に
参加する会員数：
2020年末までに
2,000者
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〇国内の重要イン
フラ・老朽化イン
フラの点検・診断
などの業務におい
て、一定の技術水
準を満たしたロ
ボットやセンサー
などの新技術等を
導入している施設
管理者の割合：
2020年頃までに
20％

自治体の体制強化

インフラメンテナンス国民会議

新技術の導入促進
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2019年度 2020年度 2021年度 第１階層 第２階層
「新経済・財政再生計画」等における取組事項

実施年度 ＫＰＩ

7 インフラ維持管理・更新費見通しの公表

長寿命化等による効率化の効果も含め、できる限り早期に、
インフラ所管省は、中長期的なインフラ維持管理・更新費見
通しを公表する。また、地方公共団体が３年以内に長寿命化
等による効率化効果を示すよう促す。

公共施設等総合管理計画の主たる記載項目を
まとめた一覧表を活用した中長期の住民一人
当たりインフラ維持管理・更新費の見通しの
「見える化」を推進（改訂に当たっての留意
点等に沿って改訂・公表した 団体分から順次
実施）≪総務省≫

公共施設等総合管
理計画の主たる記
載項目をまとめた
一覧表を活用し、
「見える化」を推
進する。

引き続き、公共施
設等総合管理計画
の主たる記載項目
をまとめた一覧表
を活用し、「見え
る化」を推進す
る。

公表済（2012年度）
手引きや解説書を用いた講習会を通じて、地
方自治体による効率化の効果を含めたインフ
ラ維持管理・更新費見通しの公表を支援す
る。≪文部科学省≫

地方自治体による
効率化の効果を含
めたインフラ維持
管理・更新費見通
しの公表を支援す
る。

引き続き、地方自
治体による効率化
の効果を含めたイ
ンフラ維持管理・
更新費見通しの公
表を支援する。

「社会教育統計」等により、社会教育・文化
施設の設置数等を把握する。≪文部科学省≫

効率化の効果を含
めたインフラ維持
管理・更新費に関
する情報を公表
し、地方自治体に
よる公表を支援す
る。

地方自治体による
効率化の効果を含
めたインフラ維持
管理・更新費見通
しの公表を支援す
る。

「体育・スポーツ施設現況調査」により、ス
ポーツ施設の設置数等を把握する。≪文部科
学省≫

効率化の効果を含
めたインフラ維持
管理・更新費を公
表するとともに、
ガイドラインを活
用して、地方自治
体による公表を支
援する。

地方自治体による
効率化の効果を含
めたインフラ維持
管理・更新費見通
しの公表を支援す
る。
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〇インフラ所管省
による効率化の効
果を含めたインフ
ラ維持管理・更新
費見通しの公表：
2020年度末までに
100％

〇総合管理計画に
おいて効率化の効
果を含めたインフ
ラ維持管理・更新
費見通しを公表し
た累積地方自治体
数：毎年度増加
［実績調査の結果
を踏まえ、必要な
改善策を講じる］

スポーツ施設

学校施設

社会教育施設、文化施設

総合管理計画
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2019年度 2020年度 2021年度 第１階層 第２階層
「新経済・財政再生計画」等における取組事項

実施年度 ＫＰＩ

水道全体の効率化の効果を含めた維持管理・
更新費の見通しを公表するとともに、アセッ
トマネジメントの手引きを改定し、長寿命化
等による効率化効果の算定方法を提示するこ
とで、地方公共団体による公表について支援
する。≪厚生労働省≫

地方自治体による
効率化の効果を含
めたインフラ維持
管理・更新費見通
しの公表を支援す
る。

引き続き、地方自
治体による効率化
の効果を含めたイ
ンフラ維持管理・
更新費見通しの公
表を支援する。

効率化の効果を含めたインフラ維持管理・更
新費見通しの公表に向けた作業を実施する。
≪厚生労働省≫

効率化の効果を含
めたインフラ維持
管理・更新費見通
しを公表するとと
もに、ＬＣＣの考
え方等を提示し、
地方自治体による
公表を支援する。

地方自治体による
効率化の効果を含
めたインフラ維持
管理・更新費見通
しの公表を支援す
る。

効率化の効果を含めたインフラ維持管理・更
新費見通しの公表に向けた作業を実施する。
≪厚生労働省≫

効率化の効果を含
めたインフラ維持
管理・更新費見通
しを公表するとと
もに、ＬＣＣの考
え方等を提示し、
地方自治体による
公表を支援する。

地方自治体による
効率化の効果を含
めたインフラ維持
管理・更新費見通
しの公表を支援す
る。

長寿命化等による効率化の効果も含めたイン
フラ維持管理・更新費見通しの公表に向けた
作業を実施する。≪農林水産省≫

長寿命化等による
効率化の効果も含
めたインフラ維持
管理・更新費の見
通しを公表すると
ともに、ＬＣＣの
考え方等を提示
し、地方公共団体
による公表を支援
する。

地方自治体による
効率化の効果を含
めたインフラ維持
管理・更新費見通
しの公表を支援す
る。

長寿命化等による効率化の効果も含めたイン
フラ維持管理・更新費見通しについて、2018
年11月30日に公表した。また、維持管理・更
新費の見通しの標準的な算定方法等を示し、
地方公共団体による公表を支援する。≪国土
交通省≫

地方自治体による
効率化の効果を含
めたインフラ維持
管理・更新費見通
しの公表を支援す
る。

引き続き、地方自
治体による効率化
の効果を含めたイ
ンフラ維持管理・
更新費見通しの公
表を支援する。

長寿命化等による効率化の効果も含めたイン
フラ維持管理・更新費見通しを公表するとと
もに、ＬＣＣの考え方等を提示し、地方自治
体による公表を支援する。≪環境省≫

地方自治体による
効率化の効果を含
めたインフラ維持
管理・更新費見通
しの公表を支援す
る。

引き続き、地方自
治体による効率化
の効果を含めたイ
ンフラ維持管理・
更新費見通しの公
表を支援する。

〇インフラ所管省
による効率化の効
果を含めたインフ
ラ維持管理・更新
費見通しの公表：
2020年度末までに
100％

〇総合管理計画に
おいて効率化の効
果を含めたインフ
ラ維持管理・更新
費見通しを公表し
た累積地方自治体
数：毎年度増加
［実績調査の結果
を踏まえ、必要な
改善策を講じる］
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水道

農業水利施設、農道、農業集落排水施設、林道

施設、治山施設、地すべり防止施設、漁港施設、

漁場の施設、漁業集落環境施設

道路（橋梁）、道路（トンネル）、河川、ダム、

砂防、海岸、下水道、港湾、空港、鉄道、自動

車道、航路標識、公園、公営住宅、官庁施設

一般廃棄物処理施設

福祉施設

医療施設
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2019年度 2020年度 2021年度 第１階層 第２階層
「新経済・財政再生計画」等における取組事項

実施年度 ＫＰＩ

8 総合管理計画・個別施設計画の策定支援

「個別施設計画」を踏まえ、2021年度までに「公共施設等
総合管理計画」の見直し・充実を進める。「個別施設計画」
の策定率の低い分野については、関係府省が実効的な計画策
定を支援する。

総合管理計画の見直し・充実、個別施設計画
策定、計画の実行に向け、長寿命化・統廃
合・広域化等の今後の選択肢を判断するにあ
たってのベンチマークをガイドラインで示す
など、地方自治体へ支援を実施する。また、
個別施設計画等に基づく集約・再編、廃止等
の状況を毎年度点検し、フォローアップを行
うとともに、集約化・複合化等による成果事
例の収集・周知を行う。≪関係省庁≫
※策定率の低い分野（2018年度末時点の策定
率が30％未満）における具体的支援策は下記
のとおり。

総合管理計画の見
直し・充実、2020
年度末までの個別
施設計画策定、計
画の実行に向け、
地方自治体へ引き
続き支援を実施す
るとともに、集
約・再編、廃止等
の状況を毎年度点
検し、フォロー
アップを行う。ま
た、関係省庁の地
方自治体への支援
状況（ベンチマー
クをガイドライン
で示すなど）の
フォローアップを
行う。

2021年度末までの
総合管理計画の見
直し・充実、計画
の実行に向け、地
方自治体へ引き続
き支援を実施する
とともに、集約・
再編、廃止等の状
況を毎年度点検
し、フォローアッ
プを行う。

学校施設の長寿命化計画（個別施設計画）策
定に係る解説書を周知するとともに、公立学
校施設整備費について、個別施設計画の策定
状況を総合的に考慮し事業採択する。
≪文部科学省≫

2020年度末までの
個別施設計画策定
に向け、地方自治
体へ引き続き支援
を実施するととも
に、進捗に遅れが
みられる場合に
は、必要な改善策
を講じる。

個別施設計画の充
実に向け、地方自
治体へ引き続き支
援を実施する。

個別施設計画の策定状況を把握し、地方公共
団体に策定を促すよう周知する。
≪文部科学省≫

2020年度末までの
個別施設計画策定
に向け、地方自治
体へ引き続き支援
を実施するととも
に、進捗に遅れが
みられる場合に
は、必要な改善策
を講じる。

個別施設計画の充
実に向け、地方自
治体へ引き続き支
援を実施する。
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〇個別施設計画の
策定率：2020年度
末までに100％

〇総合管理計画の
見直し策定率：
2021年度末までに
100％

〇施設の集約化・
複合化等の計画
数・実施数：進捗
状況をモニターす
る［実績調査の結
果を踏まえ、必要
な改善策を講じ
る］

全体計画

社会教育・文化施設

学校施設
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2019年度 2020年度 2021年度 第１階層 第２階層
「新経済・財政再生計画」等における取組事項

実施年度 ＫＰＩ

スポーツ施設のストック適正化ガイドライン
を周知するとともに、学校施設環境改善交付
金（社会体育施設整備事業）について、個別
施設計画の策定状況等を総合的に考慮し事業
採択する。
個別施設計画の策定状況や他の地方公共団体
の参考となる集約化・複合化等の取組を把握
しつつ、個別施設計画を策定中の地方公共団
体を中心に必要な支援策を講ずる。
≪文部科学省≫

2020年度末までの
個別施設計画策定
に向け、地方自治
体へ引き続き支援
を実施するととも
に、進捗に遅れが
みられる場合に
は、必要な改善策
を講じる。

個別施設計画の充
実に向け、地方自
治体へ引き続き支
援を実施する。

個別施設計画未策定の地方自治体に向け、計
画策定のため、参考事例を周知する。≪厚生
労働省≫

2020年度末までの
個別施設計画策定
に向け、地方自治
体へ引き続き支援
を実施するととも
に、進捗に遅れが
みられる場合に
は、必要な改善策
を講じる。

個別施設計画の充
実に向け、地方自
治体へ引き続き支
援を実施する。

地方自治体ごとの個別施設計画の策定状況を
公表する。また、先進・優良事例の横展開を
行う。≪厚生労働省≫

2020年度末までの
個別施設計画策定
に向け、地方自治
体へ引き続き支援
を実施するととも
に、進捗に遅れが
みられる場合に
は、必要な改善策
を講じる。

個別施設計画の充
実に向け、地方自
治体へ引き続き支
援を実施する。

・個別施設計画策定に対して農村地域防災減
災事業で支援。
・未策定地区のある道府県に対し、2017年に
作成した手引きを活用して効率的・効果的に
計画を策定した事例を紹介。
・特に進捗の遅い県に対して直接指導を行
う。≪農林水産省≫

2020年度末までの
個別施設計画策定
に向け、地方自治
体へ引き続き支援
を実施するととも
に、進捗に遅れが
みられる場合に
は、必要な改善策
を講じる。

個別施設計画の充
実に向け、地方自
治体へ引き続き支
援を実施する。

先進事例・優良事例の充実などによるガイド
ラインの改正等を行うとともに、個別施設計
画未策定の地方自治体に対し、ガイドライン
の説明会等を行う。≪農林水産省≫

2020年度末までの
個別施設計画策定
に向け、地方自治
体へ引き続き支援
を実施するととも
に、進捗に遅れが
みられる場合に
は、必要な改善策
を講じる。

個別施設計画の充
実に向け、地方自
治体へ引き続き支
援を実施する。

〇個別施設計画の
策定率：2020年度
末までに100％

〇総合管理計画の
見直し策定率：
2021年度末までに
100％

〇施設の集約化・
複合化等の計画
数・実施数：進捗
状況をモニターす
る［実績調査の結
果を踏まえ、必要
な改善策を講じ
る］
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化
と
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い
手
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スポーツ施設

医療施設

地すべり防止施設

漁業集落環境施設

福祉施設

97



2019年度 2020年度 2021年度 第１階層 第２階層
「新経済・財政再生計画」等における取組事項

実施年度 ＫＰＩ

9 総合管理計画・個別施設計画の見える化・横展開

「公共施設等総合管理計画」の「見える化」について、公営
企業施設に係る記載などを含め、その内容を充実させる。
「個別施設計画」について、地方公共団体ごとの計画策定状
況や長寿命化等の対策の有無等を「見える化」し、先進・優
良事例の横展開を行う。

総合管理計画の主たる記載内容等の一覧表に
おいて、公営企業施設について全ての施設類
型（上下水道、病院など）ごとに記載する、
将来の人口の見通しや維持管理・更新・修繕
等の経費の今後の推計、延床面積に関する目
標などの総合管理計画の主たる記載項目を、
有形固定資産減価償却率や毎年度の取組内容
と併せて横比較できるように各地方公共団体
分を統合したものを総務省ホームページで公
表する、財政状況資料集において、固定資産
台帳の整備に合わせて、経年比較や類似団体
比較を実施した上で、わかりやすくグラフを
用いて図示するとともに、各団体の分析コメ
ントを付して公表する、など「見える化」を
推進≪総務省≫

「見える化」され
た情報を参考に、
地方公共団体にお
ける総合管理計画
の見直し・充実を
推進するととも
に、計画の実行状
況の把握・見える
化・横展開及び計
画の実行を推進す
る。

引き続き、「見え
る化」された情報
を参考に、地方公
共団体における総
合管理計画の見直
し・充実を引き続
き推進するととも
に、計画の実行状
況の把握・見える
化・横展開及び計
画の実行を推進す
る。

・学校施設の長寿命化計画（個別施設計画）
に関する地方公共団体の事例を紹介する講習
会を開催することにより、各自治体における
長命化計画の策定を推進する。
・社会教育施設の複合化・集約化に関する事
例を研修会等で周知する。
・スポーツ施設の個別施設計画策定を通じた
集約・複合化等推進事業を実施し、その成果
等を公表する。≪文部科学省≫

個別施設計画の策
定・見直し状況を
踏まえ、計画の実
行状況の把握・見
える化・横展開及
び計画の実行を推
進する。

引き続き、個別施
設計画の策定・見
直し状況を踏ま
え、計画の実行状
況の把握・見える
化・横展開及び計
画の実行を推進す
る。

個別施設計画について計画策定状況等を公表
し、横展開を図るため、先進・優良事例をと
りまとめる。≪厚生労働省≫

個別施設計画の策
定・見直し状況を
踏まえ、計画の実
行状況の把握・見
える化・横展開及
び計画の実行を推
進する。

引き続き、個別施
設計画の策定・見
直し状況を踏ま
え、計画の実行状
況の把握・見える
化・横展開及び計
画の実行を推進す
る。

公
共
投
資
に
お
け
る
効
率
化
・
重
点
化
と
担
い
手
確
保

〇個別施設計画の
策定率：2020年度
末までに100％

〇総合管理計画の
見直し策定率：
2021年度末までに
100％

〇施設の集約化・
複合化等の計画
数・実施数：進捗
状況をモニターす
る［実績調査の結
果を踏まえ、必要
な改善策を講じ
る］

総合管理計画

学校施設、社会教育施設、文化施設、スポーツ

施設

水道
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2019年度 2020年度 2021年度 第１階層 第２階層
「新経済・財政再生計画」等における取組事項

実施年度 ＫＰＩ

地方自治体ごとの個別施設計画の策定状況を
公表する。また、参考事例を周知する。≪厚
生労働省≫

個別施設計画の策
定・見直し状況を
踏まえ、計画の実
行状況の把握・見
える化・横展開及
び計画の実行を推
進する。

引き続き、個別施
設計画の策定・見
直し状況を踏ま
え、計画の実行状
況の把握・見える
化・横展開及び計
画の実行を推進す
る。

地方自治体ごとの個別施設計画の策定状況を
公表する。また、先進・優良事例の横展開を
行う。≪厚生労働省≫

個別施設計画の策
定・見直し状況を
踏まえ、計画の実
行状況の把握・見
える化・横展開及
び計画の実行を推
進する。

引き続き、個別施
設計画の策定・見
直し状況を踏ま
え、計画の実行状
況の把握・見える
化・横展開及び計
画の実行を推進す
る。

地方自治体ごとの個別施設計画の主たる内容
を記載した一覧表を公表する。また、先進・
優良事例を取りまとめた事例集を作成し、横
展開する。≪農林水産省≫

個別施設計画の策
定・見直し状況を
踏まえ、計画の実
行状況の把握・見
える化・横展開及
び計画の実行を推
進する。

引き続き、個別施
設計画の策定・見
直し状況を踏ま
え、計画の実行状
況の把握・見える
化・横展開及び計
画の実行を推進す
る。

地方自治体ごとの個別施設計画の主たる内容
を記載した一覧表を公表する。また、先進・
優良事例をとりまとめた事例集を作成し、横
展開する。≪国土交通省≫

個別施設計画の策
定・見直し状況を
踏まえ、計画の実
行状況の把握・見
える化・横展開及
び計画の実行を推
進する。

引き続き、個別施
設計画の策定・見
直し状況を踏ま
え、計画の実行状
況の把握・見える
化・横展開及び計
画の実行を推進す
る。

公
共
投
資
に
お
け
る
効
率
化
・
重
点
化
と
担
い
手
確
保

〇個別施設計画の
策定率：2020年度
末までに100％

〇総合管理計画の
見直し策定率：
2021年度末までに
100％

〇施設の集約化・
複合化等の計画
数・実施数：進捗
状況をモニターす
る［実績調査の結
果を踏まえ、必要
な改善策を講じ
る］

農業水利施設、農道、農業集落排水施設、林道

施設、治山施設、地すべり防止施設、漁港施設、

漁場の施設、漁業集落環境施設

道路（橋梁）、道路（トンネル）、河川、ダム、

砂防、海岸、下水道、港湾、空港、鉄道、自動

車道、航路標識、公園、公営住宅

医療施設

福祉施設
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2019年度 2020年度 2021年度 第１階層 第２階層
「新経済・財政再生計画」等における取組事項

実施年度 ＫＰＩ

地方自治体ごとの個別施設計画の主たる内容
を記載した一覧表を公表する。また、先進・
優良事例を取りまとめた事例集を作成し、横
展開する。≪環境省≫

個別施設計画の策
定・見直し状況を
踏まえ、計画の実
行状況の把握・見
える化・横展開及
び計画の実行を推
進する。

引き続き、個別施
設計画の策定・見
直し状況を踏ま
え、計画の実行状
況の把握・見える
化・横展開及び計
画の実行を推進す
る。

地方公共団体ごとの総合管理計画及び全ての
個別施設計画の策定状況を記載した一覧表を
公表する。≪内閣官房、関係省庁≫

総合管理計画・個
別施設計画の策定
状況についての一
覧表を更新する。

引き続き、総合管
理計画・個別施設
計画の策定状況に
ついての一覧表を
更新する。

公
共
投
資
に
お
け
る
効
率
化
・
重
点
化
と
担
い
手
確
保

〇施設の集約化・
複合化等の計画
数・実施数：進捗
状況をモニターす
る［実績調査の結
果を踏まえ、必要
な改善策を講じ
る］

〇個別施設計画の
策定率：2020年度
末までに100％

〇総合管理計画の
見直し策定率：
2021年度末までに
100％

一般廃棄物処理施設

総合管理計画・個別施設計画の策定状況

100
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